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第15回 社会保障制度改革国民会議 議事録 

 

 

一 会議の日時及び場所 

  日時：平成25年6月13日（木）16:00～18:00 

場所：官邸２階大ホール 

 

 

二 出席した委員の氏名 

  遠藤久夫会長代理、大島伸一委員、大日向雅美委員、権丈善一委員 

駒村康平委員、榊原智子委員、神野直彦委員、清家篤会長 

西沢和彦委員、宮武剛委員、宮本太郎委員、山崎泰彦委員 

 

 

三 議事 

１．開会 

２．政府側からの挨拶 

３．２巡目の議論② 

４．閉会 
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○清家会長 それでは、定刻より若干早うございますけれども、皆様おそろい

でございますので、ただいまから第15回「社会保障制度改革国民会議」を開

催したいと存じます。本日は、大変お忙しい中、御参集いただきまして、誠

にありがとうございます。 

本日は、伊藤委員、永井委員、増田委員が御都合により御欠席でございま

す。また、宮本委員は少し遅れて御到着されると伺っております。過半数の

委員が出席されておりますので、会議が成立しておりますことをまず御報告

いたします。 

本日は国会などもございまして、政府からは、可能な範囲で御出席いただ

くということとしております。ただいま御出席を賜っておりますのは、山口

財務副大臣です。山際内閣府政務官です。 

それでは、本日の議論に入らせていただきます。本日は、前回から行って

おります２巡目の議論の第２回目といたしまして、さらに整理が必要と考え

られる課題についての議論を行います。まず、前々回、第13回の国民会議に

おいて、宮武委員から御要望がございました地域包括ケア関係について、厚

生労働省から御説明を受けたいと思います。 

本日は、厚生労働省の原老健局長がお見えでございますので、原局長、よ

ろしくお願いいたします。 

 

○原老健局長 それでは、資料１に基づきまして御説明を申し上げます。まず、

地域包括ケアシステムを具体的にどうやってつくっていくのかというお尋ね

でございました。 

１ページ目、これは私どもが目指している地域包括ケアシステムについて

の絵でございますが、団塊の世代が75歳以上になる2025年を目途に、重度な

要介護状態となっても住み慣れた地域、具体的には、この絵の右下に書いて

いますけれども、中学校区ぐらいを想定しておりますが、そうした地域で自

分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるように、住まい・医療・

介護・予防・生活支援が一体的に提供されるシステムというものを実現して

いきたいということでございます。 

３つ目の○でございますけれども、高齢化の進展状況というのは大きな地

域差がございます。また、その地域で使える資源も様々でございますので、

この地域包括ケアシステムは、保険者である市町村やそれを支援する都道府

県が、地域の自主性や主体性に基づきまして、地域の特性に応じてつくり上

げていくものだと考えております。 

２ページ目は、医療・介護サービスの充実ということで、医療については

今御議論いただいていますように、病床機能に応じた医療資源の投入による
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入院医療の強化ということでこれから改革が進んで参りますけれども、それ

に応じて特に地域の中で医療ニーズの高い方々、こういう方々をどういうふ

うに支えていくかということで、介護側としては地域包括ケアシステムの中

でそういった体制をつくっていくということではないかと考えています。 

３ページ目、地域包括ケアについては、実は平成23年の介護保険法改正で、

理念について第５条第３項に規定が盛り込まれまして、国と地方公共団体は、

この地域包括ケアの実現に向けて施策を推進していく努力義務が課せられて

いるということでございます。 

４ページ目、具体的なやり方でございます。介護保険の保険者である市町

村は、３年間の介護保険事業計画を策定して、向こう３年間における必要な

介護サービス量の見通し等を決め、その上で、必要な財源、特に保険料率を

どうするかを計画として決めるという仕組みになっております。介護保険事

業計画の策定を通じて地域包括ケアシステムを構築していきたいと考えてい

ます。 

まず、介護保険事業計画、具体的には絵の左端にありますように、地域の

課題の把握と社会資源の発掘が大事でございまして、具体的には３つのこと

でこれをやろうと思っています。１つは、日常生活圏域ニーズ調査。２つ目

が地域ケア会議の実施。最後、医療・介護情報の「見える化」といったよう

なことでこの課題を克服したい。 

具体的には、５ページ目に日常生活圏域ニーズ調査についての資料がござ

います。これも平成23年の介護保険法改正で盛り込まれた調査でございまし

て、上の四角の中にありますように、日常生活圏域にどのようなニーズを持

った高齢者がどの程度生活しているのかというのを把握するために行います。 

具体的には、地域の高齢者を対象に、これは全数やる場合と抽出をしてや

る場合がございますけれども、身体機能、日常生活機能あるいは住まいの状

況、社会参加の状況、認知症状があるかないか、疾病状況、調査票を送りま

して、こういったものを回答していただくという形で把握します。 

第５期が最初のトライでございまして、円グラフにありますように、84.3％

の保険者がこれを実施して計画策定に活用していただいた。また、それ以外

の5.2％あるいは10.3％の保険者も、日常生活圏域ニーズ調査のような詳細な

ものはできませんけれども、介護予防の判定に使う25の基本チェックリスト

を活用して計画策定に活用したというような状況にございまして、今後これ

をもっときちんとやってもらうべく進めていきたいと考えています。 

６ページ目、地域ケア会議でございます。地域包括支援センターでやる場

合と、市町村全体でやる場合の２通りがございますけれども、基本的には上

の真ん中の黄色い図にありますように、多職種の協働による個別ケースの支
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援を通じた地域支援ネットワーク構築でありますとか、自立支援に関するケ

アマネジメントの支援、あるいは地域課題の把握を行う。このために右側に

ありますように、自治体の職員やケアマネジャーはもとより、OT、PT、ある

いは医師、看護師といった医療関係職種の方に是非参画をしていただいて、

多職種協働でやるというところがポイントでございます。 

こういう積み重ねを通じて、市町村における地域の課題の把握あるいは資

源開発を行いまして、最終的には政策形成につなげ、介護保険事業計画に盛

り込んでいくという大変重要な役割でございまして、現在、通知で設置をす

るようにしておりますけれども、残念ながら全保険者でまだ実施ができてい

ないようなところがございます。また、この会議への医療職種の方々の参画、

特にお医者さんなどの参画が少し弱いという面もございますので、そういっ

た課題に取り組みながら、このケア会議の充実を図っていきたいと考えてい

ます。 

恐縮ですが戻っていただきまして４ページ目、「見える化」ということで

情報のデータベースを整備しまして、市町村に他市町村との比較ができるよ

うな有益な情報を提供することによって計画づくりに資していただこうとい

うことを考えております。 

そういう分析を通じて、真ん中にありますような課題について調査分析を

していただく。そして、それを踏まえて、関係者による計画の策定をしてい

ただく。ここには都道府県も支援計画をつくることになっておりますので、

都道府県と協議をしていく。そのときには、医療計画でありますとか、高齢

者住まい法による居住安定確保計画、こういうものとの整合性も図っていた

だく。また、計画策定委員会という住民が参画するような会議でこの計画は

審議をしてもらうことになっておりますので、そういうことも経て、住民一

体となった計画づくりを進めていきたいと考えています。 

そして、実際に対策を実行していただく。これをPDCAサイクルということ

で３年ごとにうまく回していってはどうかと考えています。 

７ページ目、2025年が当面のゴールでございますので、それまでには、あ

と４回の計画がございます。これにあわせて、少なくとも４回の法律改正、

４回の介護報酬改定がございますから、私どもとしては段階的、計画的に地

域包括ケアの実現に向けて施策に取り組んでいきたい。第５期が第１弾の取

り組みという位置づけになっておりまして、第５期には、下のほうにありま

すように認知症施策とか医療との連携あるいは高齢者の居住に係る施策との

連携といったことを介護保険事業計画で盛り込んでくれということが指針と

して示されております。 

８ページ目、今後の第６期の計画に向けたスケジュールでございますけれ
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ども、一番下にありますように、今年の夏にニーズ調査についての指示を全

国の担当者を集めまして行います。そして、議論が進みまして介護保険法の

改正が来年の通常国会で成立しますれば、それを受けて市町村は計画の策定

に入っていくという流れになります。2025年までの市町村ごとの人口の推計

は、社人研推計で分かりますので、是非各市町村においては2025年の自分の

ところの人口の状態みたいなものを踏まえた上で、その時点における必要な

サービスの見込み量について、是非推計をしていただいて、そこをにらみな

がら第６期の計画を考えていただこうということを今考えております。 

９ページ目、もう一つの御質問でございました地域包括ケア研究会の報告

書でございます。これは概要版でございますけれども、厚生労働省の老健事

業で、平成20年度からほぼ毎年度、学者の先生とか有識者の方々に参画いた

だいた研究会を行っております。今回は三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

が事務局になっております。24年度の報告書が３月にまとまりまして公表さ

れています。 

10ページ目、24年度の研究会では、地域包括ケアシステムは５つの要素が

あると先ほど申し上げましたけれども、実はその中でも「すまいとすまい方」

というのが基本ではないか。また、「すまいとすまい方」を確保しても、そ

こで生活支援や福祉サービスが一体的に提供されないと、その上にある介

護・医療・予防といった専門的なサービスが生かされないのではないかとい

う、同じ５つの柱でも少し概念整理が必要ではないかということで議論が行

われました。 

11ページ目、地域包括ケアシステムにおいては様々な主体があるわけでご

ざいますけれども、それぞれの主体について役割を少し明確化して、特に市

町村がキーポイントでございますので、市町村の役割を中心に、それぞれの

果たすべき役割について御議論いただいております。 

12ページ目は、地域包括ケアシステムを進めていく上で在宅介護サービス

が中心となって参りますので、その辺を中心に少し議論をしていただきまし

たが、ここはまだ論点の整理にとどまっておりまして、研究会として何か結

論が出ているものではございませんけれども、住まいでありますとか、医療・

介護連携でありますとか、在宅介護サービスのあり方について、ここにある

ような議論が行われております。 

全体のものを今日はお配りしておりませんけれども、三菱UFJのホームペー

ジでも見られますし、またおっしゃっていただければコピーをとってお届け

いたしますので、どうぞよろしくお願いいたします。以上でございます。 

 

○清家会長 ありがとうございました。続きまして、更に議論すべき事項につ
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いて、事務局から、資料２として用意していただいておりますので、まず事

務局から御説明をいただき、その後、ただいまの原局長の御説明とあわせて

議論を行いたいと存じます。では、事務局からお願いいたします。 

 

○中村事務局長 それでは、資料２－１をご覧いただきたいと思います。さら

に議論すべき事項ということで整理させていただきました。 

資料２－１では５つの柱を立てております。１．地域包括ケアシステムの

構築等、介護サービス提供体制の在り方、２．健康の維持増進・疾病の予防

に向けた取組、３．医療給付の重点化等（療養の範囲の適正化等）、４.介護

サービスの範囲の適正化等。１枚めくっていただきまして、５．年金制度に

ついてとなっております。 

これらの議論すべき事項の参考に供すべく、資料２－２で関係資料を用意

いたしました。担当が色んなところにありますので、便宜私から一括して御

説明をさせていただきます。 

資料２－２の３ページ、ただいま申し上げました、さらに議論すべき事項

のうち「１．地域包括ケアシステムの構築等、介護サービス提供体制の在り

方」についてでございます。 

３ページにございますように、その中も７つ論点がございます。１番目は、

医療提供体制の改革が行われますので、これに対応した介護サービス機能の

再編成が必要になるということ。 

２番目は、今、原局長から御説明のあった地域包括ケアシステムでござい

ます。３点目は、在宅医療、在宅介護の連携の問題。４点目は、住宅サービ

スとの連携。５点目は、生活支援サービスの在り方。６点目は、それぞれの

ケアマネジメントが必要になりますので、再構築。７点目は、認知症施策と

いう論点を挙げてございます。 

５ページ、６ページは、医療・介護の具体的な改革イメージ等。６ページ、

充実と効率化・重点化の要素が示されております。７ページ、医療・介護提

供体制の現状と将来像のイメージということで、７ページの上のところ、現

状といたしましては、病床機能の未分化、ニーズに応じた供給の不足という

ところが挙げられ、下のほう、将来像に向かいましては、選択と集中が必要

であること、機能分化、ネットワークが必要であること、そして居住系施設・

在宅の一層の充実ということが求められる。医療改革に伴い、介護提供体制

の整備も必要であるということを示しております。 

８ページは、医療療養病床・介護保険施設の比較についての資料でござい

ます。 

介護サービス提供体制の改革につきまして、９～13ページ、これまでの様々



7 

 

な議論の整理がなされておりますので、それらを御紹介しております。 

14ページ以下は在宅医療・在宅介護の連携の推進に関することでございま

して、在宅医療に必要な体制といたしまして、14ページで退院支援、日常の

療養支援、急変時の対応、看取りまでといった必要な要素を御説明しており

ます。 

15ページ、在宅医療・介護の連携の推進の方向性。さらに16～18ページ、

在宅療養支援診療所・病院の制度がございますので、それの概要と現状を御

説明しております。19ページ、訪問介護サービスの状況、20ページ、訪問看

護ステーションの規模別の状況等、訪問看護について資料をお出ししており

ます。 

21ページからは、在宅サービスとの連携に関する資料でございます。21ペ

ージ、日本は各国と比較いたしまして、全高齢者における高齢者住宅の整備

割合が低いということが我が国の課題であるということが示されております。

22～23ページはサービス付き高齢者住宅の現状でございます。24ページから

は生活支援サービスのあり方に関する資料でございます。24ページ、単身の

世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、見守り、配

食等の生活支援の必要性が増加していること。こういう在宅生活を支援する

ために、ボランティア、NPO、民間企業等の多様な事業主体による重層的な生

活支援サービスの提供体制を構築していく必要があるということが示されて

おります。 

25～26ページにかけては、介護予防給付のこと、また介護予防、日常生活

支援総合事業の御説明でございます。27ページ、これらのケアマネジメント

を行いますケアマネジャーをめぐる主要な課題について触れております。 

28ページ以下は認知症施策の状況についてでございます。28ページに示し

ておりますとおり、全国の65歳以上の高齢者について、平成22年、認知症有

病率推定値は15％、439万人と推計される。 

29ページは、認知症施策の現状についての御説明でございます。30ページ

は、昨年９月に公表されました推進５か年計画でございます。31ページ以下

は「２．健康の維持増進・疾病の予防に向けた取組」関係で、32ページから

健康日本21関係の資料。 

34～35ページにかけまして、経済財政諮問会議及び産業競争力会議へ厚生

労働大臣あるいは厚生労働省から提出した資料をおつけしてございます。 

36ページからは医療費適正化計画への取り組みと特定健診等のことを御紹

介しております。 

急ぐようで恐縮でございますが、39ページ「３．医療給付の重点化等（療

養の範囲の適正化等）」につきましては、70～74歳の医療費の自己負担の問
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題、高額療養費のあり方、後発医薬品の使用促進、病院外来受診に対する負

担のあり方、保険料負担の公平化の論点がございます。以下、それぞれの論

点の資料をつけさせていただきますが、時間の関係で進ませていただきたい

と存じます。 

57ページは「４．介護サービスの範囲の適正化等による効率化・重点化」

の関係の資料でございまして、介護保険施設の重点化、補足給付のあり方、

一定所得以上の者の利用者負担のあり方、介護納付金の総報酬割といったこ

とが論点になっております。 

59ページに現在の介護サービスの種類別の介護費用の推移が出ております

が、ご覧いただきますように施設給付が多いわけでございますが、通所介護、

いわゆるデイサービスが急速に伸びていて老人保健施設の費用を抜いている

という現状が出ております。 

60ページ、要介護度別の特別養護老人ホーム入所者の割合でございます。

年々入所者の重度の要介護者の方の割合は上昇しているものの、11.8％の人

が軽度の要介護１、２の人の割合になったということ。 

61ページ、軽度の人の入所者の入所理由としては、介護者不在、介護困難

あるいは住居問題等という方が６割になっているという状態がございます。 

63ページ、介護老人福祉施設における低所得者の利用者負担の軽減。いわ

ゆる補足給付と言われるものでございます。食費、居住費部分については自

己負担が原則でございますが、所得に応じて軽減される。その軽減される部

分を補足している給付があるという状況をお示しし、64、65ページは試算の

状況等を御説明しております。 

66ページからは、利用者負担に関する資料でございます。 

69ページからは介護納付金。高齢者医療制度でも高齢者に対する支援金に

ついての総報酬割の議論がございますけれども、介護納付金についても同様

の総報酬割の議論があるということの御紹介でございます。 

最後に、73ページ「５．年金制度について」。議論の整理の際に出しまし

た項目、基本的な考え方、残された課題、その他について74ページに資料を

提出させていただいています。私からは以上でございます。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、議事の途中ではございます

けれども、甘利大臣が到着されましたので、ここで甘利大臣から御挨拶をい

ただきたいと存じます。まず、カメラの皆様の御入室をお願いいたします。 

 

【報道関係者入室】 
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○清家会長 それでは、大臣、よろしくお願いいたします。 

 

○甘利大臣 委員の皆様におかれましては、今回もお忙しい中ありがとうござ

います。先ほどまで閣僚会議に出席をしていまして、遅参して申しわけござ

いません。 

今日は、今週の月曜日に続きまして２巡目の２回目の議論でございます。

本日は、これまで必ずしも十分な議論ができていなかった介護サービス提供

体制の改革に加えまして、改革推進法が規定する給付の重点化・効率化、さ

らには年金制度について御議論をお願いしたいと思っております。８月に向

けて引き続き議論を深めていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○清家会長 甘利大臣、どうもありがとうございました。それでは、カメラの

皆様には、ここで御退室をお願いします。 

 

【報道関係者退室】 

 

○清家会長 それでは、議論に入りたいと思いますが、ただいま原局長、中村

事務局長から御説明のありました資料をもとにいたしましてこれから議論を

深めていきたいと思いますが、スケジュール的に申しますと、まず前半と後

半に分けさせていただきまして、前半は資料２－１のさらに検討すべき事項

で言いますと、１．地域包括ケアシステムの構築等、介護サービス提供体制

の在り方、２．健康の維持増進・疾病の予防に向けた取組、３．医療給付の

重点化等（療養の範囲の適正化等）、４．介護サービスの範囲の適正化等。

ここまでをまず議論させていただきたいと思います。 

そして、後半では、資料２－１の２ページ目になりますけれども、５．年

金制度についての議論をさせていただきたいと思いますので、まずそのよう

な順番でお願いいたします。 

最初に、検討すべき事項の２－１の１～４までの分野について何か御意見

がありましたらいただきます。では、宮武委員、よろしくお願いします。 

 

○宮武委員 私からお願いしました説明と資料をいただきましてありがとうご

ざいました。 

介護分野においては、地域包括ケアシステムを構築していくのが最大の目

的であるということがよく分かりました。全国各地で原則的には中学校区ご

との地域ぐるみの支え合いというのでしょうか、システムというよりもネッ
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トワークを構築していくのだろうと思います。そうすると、１万カ所ありま

すので、列島を挙げて壮大な取り組みになるわけで、介護保険創設時に匹敵

するような大事業だろうと思っております。 

しかし、それにしては何か盛り上がりも高揚感も感じられないのが現状で

あって、地域包括ケアシステムと聞いてもどういうことか分かる人は恐らく

1,000人に１人もいるのかなと思うような状況であります。これをどうやって

打破していくのかということが大きな課題だと思います。 

医療分野については密接に関連しておりまして、都道府県ごとあるいは二

次医療圏ごとに病院の目的と機能を明確に分けて再編成をしていく、これも

皆保険体制、半世紀あまりの中で恐らく最大規模のプロジェクトになるのだ

ろうと思います。しかも、医療提供体制に手をつけると、当然ながら入院期

間は短くなって早期退院する方たちの受け入れ先が必要になってくる。また、

病院は入院機能に特化していくわけでありますので、そうすると、当然なが

ら、これも日ごろの医療サービスをどこで受けるのか、かかりつけのお医者

さん中心に患者の流れを変えていくことになる。その両面において地域包括

ケアの体制が受けとめていくわけでありますので、21世紀の医療・介護ある

いは地域づくりの基盤づくりと言ってもいいような壮大な事業になってくる

と思います。 

今、私なりに考えますと３点課題があるかと思っておりまして、まず１点

目は、こういう大事業にふさわしい推進体制は一体どうするのかということ

であります。厚生労働省内部においても、介護保険は老人保健局が担当し、

医療については医療法に基づくものは医政局、そして診療報酬は保険局とい

う形に分かれています。住まいづくりは国土交通省との関連もございますし、

自治行政という意味では総務省も絡んでいる。そうしますと、省庁と部局と

の壁を取り払うような推進本部が必要になってくるのではないかと思ってお

ります。地域に対して包括的な体制を求めるわけでありますので、求めてい

る側のほうが細切れ、縦割りの体制では、とてもこのプロジェクトは推進で

きないのではないか、そのことを是非考えていただきたいと思います。 

２点目は、地方から号令を発して、それで構築できるような体制ではなく

て、地域のまさに特性に応じてつくり上げていくと書いてございます。しか

も、自治体、市町村が独力でつくれるわけもないわけであります。鍵を握る

のは、地域における社会福祉法人とか医療法人とか自治組織であるとかNPOと

かという民間の参画がどこまで入ってくるのかということがこのプロジェク

トの成否を決めるわけであります。幸い、少数派ではありますけれども、地

域包括ケアの原型のようなものを形つくっている取り組みは各地でぽつぽつ

ございます。それは社会福祉法人であったり医療法人であったりという実践
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例がございますので、その実践例をとにかく「見える化」とまさにおっしゃ

っている。これを集めてみる、そして、その方たちから話を聞くという取り

組みの実例を聞くことから始めませんと、現場で私が聞いている話は、スタ

ート地点に立ったのだけれども、一体ゴールはどこなのか、ゴールはどんな

姿なのか見えないというのが一番みんなの戸惑いなのです。見えないと走り

ようがないのです。 

ある程度先駆例を集め、先駆的な活動をやっているところから話を聞くこ

とで始まるのではないか。民間版で地域包括ケアづくりの、まさに国民会議

でも開催されるのが必要ではないかと思っております。とにかく地域から、

下から盛り上がらなければこの種のプロジェクトはとても成功しないと思い

ますので、是非その点を御配慮いただきたいと思います。 

３点目ですけれども、今日御説明があったように、まず着手すべきは地域

ニーズの把握であるということは、素人なりに私も本当にそのとおりだと思

います。日常生活圏域のニーズ調査というのはまだ任意でありますので、全

数調査のところもあれば、抽出調査のところもある。私は、厚労省が示され

たモデルの調査項目、たしか83項目でありますけれども、65歳以上の方たち

の心身の状況だけではなくて、家族構成とか所得とか、住まいの状況とか、

その住んでおられる地域の現在の問題点とか、そこまで含めた回答を求めて

おられる。これは確かにとても大事なことで、今までの介護保険事業計画と

いうのは、要介護者が増えてくると、それに応じて機械的にと言ったら失礼

だけれども、サービス量を上乗せしていった。そうではなく、もっときめ細

かで、地域包括ケア体制をつくるための最初の取っかかりは、この詳細なニ

ーズ調査になると思いますので、早く全自治体に全数調査をお願いされて、

そしてスタートを切っていただきたいと思います。 

介護保険の事業計画、３年ごとというのが今日いただいた資料の中にもご

ざいますけれども、2025年を目標にして、今から2025年までのステップを踏

んでいくロードマップを中央でも地域でも作りたい、このいわばマラソンコ

ースをちゃんと設定してほしいということなのです。そういうことを是非お

願いしたいと思います。以上であります。 

 

○清家会長 ただいま宮武委員から３点御指摘がございましたけれども、原局

長のほうから何かお答え、あるいは追加的に御説明されることはございます

か。 

 

○原老健局長 いずれも大変ごもっともな御指摘だと思っていまして、そうい

う意味でも国民会議の場で地域包括ケアについて是非取り上げていただいて、
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私たちもそれで一生懸命情報発信していきたいと思います。 

成功事例を集めるというのは大変重要なことで、実は今、全国にから事例

集めをしておりまして、それがまとまりましたら、できればすぐれた市町村

長さんから発表してもらうとか、そういうことで普及をさせていきたいと思

いますし、ロードマップの話も事例については考えてみたいと思います。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、他に御意見。では、駒村委

員、どうぞ。 

 

○駒村委員 ありがとうございます。今の宮武委員の御意見にもかなり重なる

意見であります。2025年というのは、あと１回干支が回ればもう来てしまう

ということで、いまの取り組みのペースではやや少しのんきな感じがして心

配なイメージを持っています。介護保険の導入は10年ぐらいかけて、かなり

丁寧にやったのだと思いますけれども、先ほどの宮武委員のおっしゃるよう

に、地域包括支援のつくりも大変大きな作業になるのではないかと思います。 

2025年の問題というのは、団塊の世代が75歳に到達するというのはほぼ確

実で、ものすごい問題を引き起こすということが分かっているわけでござい

まして、特に都市周辺では65歳以上の人口数が1.6倍ぐらい、75歳に至っては

２倍に、しかも65歳以上の高齢の方の４割が単独世帯になっている。一方で

は、これまでの議論でやったように、入院日数を減らして、施設はそれほど

増やさないで在宅をしながら、この問題にどうやって対応していくのか。あ

るいは団塊のジュニアにも大きな影響を与える。先ほども宮武先生は医政局、

保険局、老健局、国土交通省のお話をされまして、さらに私は団塊のジュニ

アが恐らく在宅の介護者としてかなり期待されるのだろうと思います。そう

なってくると、家族介護者をどう仕事と両立していただくのかということを

考えれば、これは厚生労働省の労働部局のほうの関わりも大事だろうと。 

つまり、制度論、審議会別に議論すれば守備範囲が決まっているわけです

のでどうしてもタコつぼ的な議論になるわけですから、これは前回遠藤先生

も類似のお話をされたと思いますけれども、まず厚生省の中で特別の問題解

決型の審議会を設置していただいて、国土交通省の居宅の問題も含んでいた

だいて議論をする。国民会議でその話は当然今やっているわけですけれども、

これ以上時間はないわけですから細かい議論はできないわけです。細かい議

論については、そういう場を設置していただきたいと思います。 

もう一つは、今、団塊のジュニアの介護休業をどうするかという問題をち

ゃんとやらないと、当然、離職をしてしまえば大きな問題が発生する。これ

は研究にもあるわけですけれども、収入が不安定な家はきちんとした看取り
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ができていないとか、在宅介護ができていないという研究もありますから、

両立をどうやって行っていくのか。それができなければ、年金のほうで議論

しているような支給開始年齢の引き上げはおろか、65歳の年金支給の年にま

で働くことができないような状態になってくるだろうという心配があると思

います。このままいくと、2025年という団塊ジュニアの働き盛りの50歳ぐら

いのところで来るインパクトをどう吸収していくのか、対応していくのかと

いうのが全然見えていないので心配な感じです。 

もう一つは、健康上の話であるわけで、これも基本的には同じ話であるわ

けですけれども、健康寿命を延ばすというような資料がございましたけれど

も、2000年～2010年の期間を見ても、健康寿命は延びているのですけれども、

寿命も延びており、肉体的寿命と健康寿命の乖離は逆にやや広がっていると

いう状態で、これもなるべく寿命の延びに健康寿命が追いついていくような

効果のある仕組みが重要かと思うのです。そういう意味では、健康日本21の

ようなある種、周知型の取り組みだけでいいのか、個別に健康増進を国民に

刺激するような仕組みをもっと考えたほうがいいのではないかと思います。

これは医療保険の保険事業にも関わってくる話だと思いますけれども、そう

いう意見でございます。以上です。 

 

○清家会長 ありがとうございました。では、権丈委員、どうぞ。 

 

○権丈委員 資料２－２の３ページの最終的には４番目の「住宅サービスの連

携」にたどり着く話です。私が４月19日に配付いたしました資料の22ページ

を見ていただければと思います。 

 

○中村事務局長 第９回の資料でございます。４月19日、ちょうど厚いファイ

ルの大体３分の１強くらいのところにございます。 

 

○権丈委員 22ページになります。ここにある図は、2008年の国民会議のとき

に医療提供体制をこの方向に変えていこうという絵柄は国単位では一本でで

きるのですが、これを二次医療圏で試算したらどんなことになるのかという

のを計算したものです。二次医療圏ＡというものとＢというものがあって、

現状、何も変えないまま人口の影響だけを反映させると、2025年の現状投影

という状況になります。これを2008年のとき、あるいはそれからずっと一体

改革まで継承されていった機能分化と連携という改革を進めていったらば、

右側の2025年のような絵柄になります。 

ここで、これだけ病床数がコントロールされることになって、機能の分化
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を図って、連携を図って、強化されていくわけですけれども、前回、遠藤先

生がおっしゃられていた問題が確実に起こります。それは、病院にいる人た

ちが在宅に向かうことになる。そのときにどういう問題が起こるのか。 

遠藤先生は2008年の論文の中で、「『脱病院化』政策の死角」ということ

でそういうことを御指摘されております。だから、この前も病院の機能分化

のあり方を変えなければいけないのではないかと、受け皿がないのだったら

ば機能分化の青写真を変えなければいけないのではないかという問題提起を

されまして、それは確かにそのとおりでして、次に29ページをご覧になって

いただきたいのです。 

ここで私がやっている計算は、「医療の機能分化、退院の受け皿問題」と

いうものです。改革を行った場合に、改革をしなかった場合と改革を行った

場合を比較して、介護施設にどれだけの人たちが増えていくのか、あと在宅

やそういうところにはどれだけの人たちが増えていくのかです。だから、「医

療の機能分化、退院の受け皿問題」というものも、2008年の国民会議の時か

ら一体改革の中で詰められていき、介護、在宅、色んな施設にどういうふう

に人が動いていくのかというのをシミュレーションできる状況になっており

ますので、それをやっております。 

そこで下のほうに書いておりますのは、「しっかりした地域包括ケアを構

築しなければならない。また、介護施設利用の適正化のためにも町のインフ

ラ作りの全体的な取り組みが必要」となるということで、サービス付き高齢

者住宅とかというところ、これでようやく先ほどの「住宅サービスの連携」

に来るわけですけれども、サービス付き高齢者住宅（住まい＋生活支援等）

の整備を行わなければいけないし、今やもう700万戸という数字もあるようで

すけれども、数百万戸とも言われている空き家、空き施設などの既存社会資

源が相当あるわけですので、この部分をもっと有効に使えるように、適切な

規制緩和を図っていきましょうということを考えていただきたい。 

次、36ページですが、これも先ほどの「住宅サービスの連携」ですが、こ

こでサ高住みたいなところに対して、私は福祉マインドを持っている人たち

にこの供給体制に参加してほしいのです。だから、医療関係者に今お願いし

ているのは、今の医療法人では非営利で活動を禁止されているのですけれど

も、ある程度規制緩和を図って、医療法人の方々が、今後慎重に制度設計さ

れるべき「ヘルスケアREIT」のところに積極的に参加していって、そして、

こういうサ高住から有料老人ホームを充実させていくということをやってい

ただかないことには、本体としての医療提供体制の改革、上流としての医療

提供体制の改革そのものが危ぶまれるので、セットにしてここはどうしても

考えていただきたいということを書いております。 
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「生活支援サービス」という言葉は2008年の社会保障国民会議の中間報告

の中から出てくるのですけれども、医療・介護だけではなくて公共サービス

全般としての生活支援サービスというのは、人口密度が高いほど行政コスト

が低くなります。人口密度が低くなると行政コスト、行政単価がどうしても

高くなってしまうという関係がある。 

これから先、先ほども報告がありましたように大変なというか、我々とし

てはわくわくするぐらいの高齢化社会を迎えていくのですけれども、それに

対して打って出る手段はあるのです。 

だから、他の国から憧れられるぐらいの、なるほど、みんながコンパクト

に住むようなまちづくりをしていって、そして、それをやっていたら超高齢

社会も結構乗り越えていくことができるのだなと。各地域もそういうコンパ

クトな町を準備した上で、どうぞ都心の方々も来てくださいというような色

んな準備体制をやっていけば、他の国から見れば信じがたいことをこの国は

克服していける、あるいは明るく乗り越えていけるというようなことが多々

ある側面がありますので、医療・介護のみを捉える必要はなく、色々な社会

サービス、生活支援サービスの行政コストから色んなことを考えていくと、

そういうコンパクトシティまで含めた形での議論を進めて、そして在宅、住

宅サービスとの連携を意識しながらやっていく。 

これから先、私たちの国は結構やることが多々あって興味深いと思ってお

りますし、先ほどの地域のほうでの医療圏Ｂというところは、どうもここは

意識してコンパクトシティを目指しているみたいですので、そういう方向が

ありますので、是非とも御検討いただければと思います。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、他に何か御意見、御質問等

はありますか。では、西沢委員、どうぞ。 

 

○西沢委員 話を続けていなくて申しわけないのですけれども、資料２－２、

在宅療養支援診療所について教えていただきたいのですけれども、今１万診

療所ぐらいでしょうか、どんどん増えていったらいいと思うのですが、施設

基準となっていまして、診療所という施設の基準、場所というか施設の基準

になっているわけです。診療所である、24時間体制を確保している、往診可

能である、看護が可能であるという。ただ、在宅支援診療を例えば「在宅支

援診療医」みたいなお医者さんのスキルといったものも、これまで大島先生

のお話などを聞いていると、例えば70歳、80歳にふさわしい医療ということ

があるとの話を前回されていましたし、お医者さんのスキルとして要件がな

いのかなということを思っています。 
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例えば、後で出てくるかもしれない認知症の知識ですとか、看取りをする

ための緩和ケア、そういった基準を本当は盛り込みたかったけれども、盛り

込んでいないのか、あるいはこれでいいのかというところをお教えいただけ

ればと思います。 

 

○清家会長 これは事務局からお答えいただけますか。 

 

○中村事務局長 保険局長がおりますので、まず保険局長から。 

 

○木倉保険局長 保険局長でございます。病院もありますけれども、今の在宅

支援診療所につきましては、西沢先生御指摘のようなお医者さんのスキル、

どういうことがきちっとできるかということまでを問うているような基準で

はありません。まずは24時間のバックアップ体制、連絡がとれる体制、ある

いは訪問の体制、そういうもので地域全体をカバーしていただきたい、それ

でスタートを切っているものでございます。 

 

○清家会長 続けてどうぞ。 

 

○西沢委員 今後は、例えば大島先生が言われていたように、70歳、80歳にふ

さわしい医療がある、シフトしていこうとすると、在宅支援診療所のお医者

さんというのは、そういうスキルを規定して身につけていく方向になってい

くということなのでしょうか。そういう方向まで。 

 

○木倉保険局長 これは今、同時に私どもの省内でも総合診療医であるとか、

そういう議論を繰り返しておりますけれども、そういう方々の地域での今ま

での体制、それと将来的にはこういうものとも連携をとっていくべきだろう

と思いますが、まだ総合診療医の考え方であるとか、その辺も合意を得よう

と努力しているところです。これからの課題だと思っております。 

 

○清家会長 では、大島委員、どうぞ。 

 

○大島委員 今、非常に鋭い御質問だと思うのですが、実態だけをお話しさせ

ていただきますと、在宅医療という医療のあり方が、現状では継続的に体系

的につなげていくというような水準にまではまだいっていないのが実情です。

したがって、各地で本当にすばらしい在宅医療を展開しているグループだと

か地域があるのですが、この言い方が適切かどうか分かりませんが、そこの



17 

 

地域のやり方であって、その医療がいいかげんかどうかという話とは全然別

の話で、すばらしい展開をしているのですが、お互いに学問として、学問と

するためには同じ言語と同じ方法論でもって議論をして、そして在宅医療と

いうものはこうですよという形でまとめ上げて次の教育につなげていく上で

必要ですが、そういう点でみると、今はまだ未熟な段階にあるというのが実

態です。今は一方で量的に足らないという実態にありますので、医療の中身

をどう標準化していくかということも同時に進めなければいけないという段

階にあるというところでもがいているというのが今の実態かと思います。 

繰り返しますけれども、だからやられていることがいいかげんかどうかと

いう話とは全然別だと理解していただきたいと思います。 

 

○清家会長 西沢委員、よろしゅうございますか。 

 

○西沢委員 はい。 

 

○遠藤委員 西沢委員の話に関連することでよろしゅうございますか。 

 

○清家会長 では、遠藤委員、よろしくお願いします。 

 

○遠藤委員 この在宅療養支援診療所は、基本的に診療報酬による体系という

ことでありまして、中医協で議論されてきたのですけれども、たまたまこれ

を決めるときに私も中医協の委員であったものですから、これは厚労省の考

え方とは違うかもしれませんけれども、私なりに先ほど西沢委員がおっしゃ

ったことに対するお答えをさせていただこうかと思います。 

一つは、なぜこういうような施設基準だけであって、個々の医師のある種

の専門性とリンクさせるような形で基準をつくらなかったという御質問だっ

たと思うのです。恐らく２つあるのではないかと思います。 

一つは、まずは量的な拡大、24時間対応ということをする量的拡大を図る。

そういう意味では、今後の問題としては質的な担保ということが必要になる

かもしれませんけれども、とりあえず量的拡大をするというところがあった

のではないかと理解しております。 

もう一つは、これは一般論ですけれども、特定の専門医と特定の医療行為

と直接的にリンクさせているような制度にはなっていないのです。自由標榜

という形でありますので、ある専門医の資格を持っている医師しかやっては

いけないとか、他の人がそれをやれないということは原則としてはないわけ

です。例外的には幾つかあるわけですけれども。また専門医と診療報酬との
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直接な対応というのもないわけです。そういう意味合いも含めまして、この

段階では特定の専門医と関連付けることをしていなかったということだと思

いますが、今専門医制度が進んできておりますので、将来的にどうなるか分

かりませんけれども、今後専門医を施設基準とするとか、専門医と診療報酬

とのリンケージという問題が出てくる可能性が出て参りますので、そういう

流れの中で質の問題と絡まって今後検討される事柄ではないかと思ってござ

います。私はそんなような理解をしているということでございます。以上で

ございます。 

 

○清家会長 よろしゅうございましょうか。それでは、他に御質問。では、大

日向委員、よろしくお願いします。 

 

○大日向委員 先ほど権丈委員が言われたことと関連したことでもよろしいで

しょうか。介護の問題はとかく暗くなりがちですが、権丈委員は夢を語って

くださったと思うのです。これは伺っていて子育ての問題と非常につながっ

ていくと思いました。今、空き家が700万戸あって、そこに地域のインフラを

投入するというのは、子供のことでも同じようなことが発想できるのだと思

うのです。高齢者と子供を別々に囲い込むのではなくて、重度の要介護者は

別かもしれませんが、生活支援レベルの高齢者であれば、その方々の生活支

援に従事する方々のお仕事と一時預かり等も含めて、子供の保育に関わる

方々のお仕事はかなり関連性が高いと思います。また、高齢者と子供が一緒

になることによってお互いに非常に得るものも多いでしょう。700万戸ぐらい

の空き家を活用して、地域の人材の活用も含めたシステムができると、そこ

で働ける人たちも出てくるという意味で二重三重に活性化されていくだろう

と思います。 

もし、そういう介護システムが地域に構築されないと、先ほど駒村委員が

言われたみたいに団塊ジュニアが働けなくなる。さらには団塊ジュニアの子

供たちも、親の介護のために子供が産めなくなる、働けなくなる。今まで私

は介護が社会化されないと、女性が働き続けることができないという問題を

申し上げてきたのですが、今、男性たちもシングルの方が多い。そうすると、

親の介護で男性も仕事をやめなくてはいけないという実態があります。そう

しますと、日本の経済成長全体も非常に暗くなってくるということがありま

すので、是非この問題は子育て支援の問題とリンクさせながら、夢をこの会

議で語れるようになっていくと大変ありがたいなと思いました。以上です。 

 

○清家会長 ありがとうございました。他にいかがでございましょうか。では、
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榊原委員、先にどうぞ。 

 

○榊原委員 先ほど宮武委員が御指摘なさった地域包括ケアの議論がなぜ盛り

上がりに欠けるのかということは、大事な投げかけだなと思いました。私も

介護保険制度は創設前から取材で関わっていて、こういったシステム、助け

合いの新しいシステムはこれからの日本に必ず必要であろうといって大変盛

り上がって、報道もし、色んな人の話も聞いてと関わったのですが、今、地

域包括ケアシステムという言葉を聞いても、実はピンときていません。なぜ

なのかということを考えました。 

実際にどこで、誰が、何をやるのかが見えてこない。抽象度の高い議論を

され、とてもきれいなパワーポイントは見せていただいても、なかなか生活

の現場を回ってきた者としては、絵が現実の暮らしの場面と結びつかないと

いうことがあるからかなと思っています。 

とりわけ日本は、介護も育児も日本型福祉と言われる中で、家庭の中で女

性たちが無償で長く担ってきました。介護の現場では今も娘であったり、お

嫁さんであったりというような女性たち、また奥さん、配偶者であったりと

いうような多くの女性が担っている。そういった現実を踏まえてどういうふ

うにしていくのか。今までのやり方のどこが限界に来ているのかというとこ

ろとつなげていただかないとなかなか見えてこないなということかなと思い

ます。 

実は以前、大分前にプレゼンテーションさせていただいた中で、これから

の地域の助け合いを活性化するためにシニア学級のような取り組みが必要な

のではないかということを一つのアイデアとしておずおずと提案させていた

だいたのですけれども、その中にあった問題意識というのが、例えば地域ケ

アシステムなどを生きたものにしていくのにつながるのかなと思って伺いま

した。 

というのは、日本では高度経済成長以降、男性は経済活動のために、ある

種、戦場に徴兵されるような状況で田舎地域からいなくなってしまっていた。

後を引き受けた女性たちが一生懸命地域も家庭も回してきた。中に介護もあ

ったということだったと思います。だけれども、これだけの高齢化が進み、

労働力人口が減っていく中で、この役割分担というのは回っていかないとい

う現実を直視した上で、職場に24時間とられきっている男性たちの時間を地

域に取り戻すということとセットでないと、恐らくこういった地域の資源の

活性化ということはうまくいかないであろうと。つまり、最近の言葉で言う

ワーク・ライフ・バランスをもっと戦略的に行っていったり、介護休業とい

うものを期間であるとか休業補償であるとかといったこともセットできちっ
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と見直していって、地域の担い手は一体どこに誰がいるのだろうというとこ

ろとつなげた議論にしていかないと、もう女性だけに頼るのは無理。安倍政

権もおっしゃっているとおり、女性の力が今労働市場でこれだけ要求されて

いる中で、今度は女性もいなくなって地域が本当のもぬけの殻になろうとし

ている中で、そういったような家族介護者とか地域の支え手の人たちをどう

意図的に取り戻すかという議論とセットにする必要があるのではないかと思

います。 

その中では、本当だったら日本型福祉と言われた中で女性たちが黙々と果

たしてきた役割をきちっと振り返り、これからの日本的な福祉というものは

どういうふうに再構築していくべきなのかという議論を一つする必要がある

のではないかと感じています。 

もう一つ、在宅と言われたときに、在宅訪問介護などではイメージができ

るのですけれども、いまいち今後の姿としてなかなかピンとこないものがあ

るのは、在宅というのはこれまでと同じように自宅を指している限りではな

かなか発展していかないのだろうなと、そこに違和感を覚えていたのだと思

います。つまり、持ち家政策、家というのは私有財産なのだからということ

を前提にしてきた住宅政策の転換といったものとセットで、ではこれだけ高

齢者が増え、単身者の高齢者世帯が増える中で在宅といったものは一体どう

いうところでどういう生活を営んでいけば最後まで生きていけるのかという

ところを議論する必要があるのだろうと。住宅政策の転換とちゃんとつなげ

た議論をしなければ、医療機関から、または高齢者福祉施設から地域へ戻そ

うと言っても、なかなか宙に浮いた議論になったままになってしまうのでは

ないかと思います。 

さらに、そういったような既に日本には介護保険もそうですし医療制度も

もちろんそうですし、色々な資源が既に色々ある。地域の中にもある。それ

をさらに再発見し、足らないところを育て、つなぐという役割がこれからの

市町村に求められている大きな機能の一つであろうということを明確化する

必要もあるだろうなと思っています。 

なのに、地域包括支援センターが十分なソーシャルワークができていると

はなかなか見えてこないのは何が足らないのか。これからの新しい日本の社

会の構造が色々変わってくる中で、どういった専門職の力をさらにエンパワ

ーしていただく必要があるのかという専門職のエンパワーメントを支えるよ

うな研修制度とか、その人たちを育てる専門職とかといったようなところが

足らないのではないかと思っています。 

 

○清家会長 ありがとうございました。では、権丈委員、どうぞ。 
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○権丈委員 先ほど大日向先生が夢を語ったというお話がありますので、その

夢関係で話をしようかと思って、明るい話をしようと思います。本日の資料

２－２の55ページ、ここに「国民健康保険組合の概要」というのがあります。

この国保組合には、伝統的に歴史的になぜか国庫負担が入った組合があるの

です。それに対して、これはよろしくないのではないかという形で批判され

ているところもあります。だから、私は、医師国保という医師、歯科医師、

薬剤師、92組合の被保険者数64万人、ここに国庫負担が入って保険料率が安

くなっているというのはどうしても正当な理由がないよなというのがあって、

それに対して私が、４月19日に配付した資料の最後のほうに載せているイン

タビューがあるのですが、その最後のほうを読んでおきますと、要するに私

は医師国保というものを解散して、国庫負担を国に返上することを言ってき

たわけです。医療関係者みずから健保組合をつくる。そして、その人たちは

健保連に入る。64万人の人たちが医業健保を作って健保連に入る。現在、協

会けんぽや国保に入っている医療者も、医業健保に入れば、もっと大規模に

なる。私は組合健保から結構お金を持ってくることを言っているので嫌われ

ているのですけれども、人も持っていくということを考えているのです。 

そこら辺のところでインタビューで最後に答えているのが、「肉を切らせ

て骨を断つ。医師国保問題を、民主党政権で中医協から外された医師会が反

撃に出るチャンスと捉えてくれたら面白い展開を期待できるようになる。」 

この医師、歯科医師、薬剤師が組合健保に入り健保組合になると、「そう

すれば健保連の中でも一番大きな健保組合になる。医療費増に必須の保険料

の引き上げを阻む政治勢力にくさびを打ち込んで、いずれは医療者が中医協

に支払い側代表として出席する。医師国保への国庫負担廃止への動きは、医

療界が前向きな未来に進むきっかけとなる明るい話だよ」という話をしてお

ります。これは、医療関係者から結構評判がよくて、法律的には実現できる

のですから、あと一歩医療関係者が乗り越えてくれればいいというところま

できています。だから、これは政策の話ではないので、医療関係者の方々は

この方向に一歩踏み出していただくと結構面白い展開に、明るい展開になる

と思いますので、国庫負担を返上ということを是非ともやって、この道に進

んでいただければと思っております。 

 

○清家会長 大島委員、どうぞ。 

 

○大島委員 権丈委員のお話とずれて、榊原委員のお話を受けて少し話したい

と思ったのです。地域包括ケアと言われても何のことを言われているのかあ
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まりピンとこないというお話があって、私は最近、この話を色々なところで

一般の方たちを対象に話をするときに、こんな言い方をしているのです。ま

ちづくりだということを最初に言うようにしています。要するにどういうこ

とかというと、認知症になっても住み慣れた町で最期までその人らしくとい

うことが合言葉のようになっていますけれども、これは別に認知症でなくて

も高齢者と置きかえても全くそのとおりです。高齢者になっても住み慣れた

町でその人がその人らしく最後までと。こういうまちづくりを考えていかな

ければならない。地域包括ケアというのは、それを具体的に実現するための

方策なのだというお話をさせてもらっています。 

それはどういうことかというと、人は必ず老います、必ず死にます。そし

て、亡くなる前には必ず人の世話が必要になります。これは100％例外のない

ことで、こんな当たり前のことをわざわざ偉そうにしゃべっていていいのか

どうかと思うのですが、違うのは、その期間が長いか短いかということと、

人によってどんな世話を受けることができるかどうかという違いだけです。

はたから見ていても、とんでもなくさびしいというのか、悲惨なというかそ

んな世話の受け方が最後になってしまうという状態もあれば、これだったら

随分納得して満足して人生の最期までうまく行かれたのだなと思われる方ま

で非常に差が大きいのが実態です。この差は放っておけばどんどん広がって、

非常にさびしく亡くならざるを得ないような状況が拡大していくだろうと思

われる状況が今の社会にはあります。これは何としてでもこの差をできるだ

け小さくしていこうと、そのために地域包括ケアというのは必要なのだとい

う言い方を私はさせてもらっているのです。 

医療の側の立場から、どちらかというと医療・介護に関わっていますけれ

ども、医療の側から話をするときには、治す医療から、治し支える医療。治

す医療というのは、いつまでたっても技術は進歩しますから、これは絶対に

必要であることは間違いないですね。支えるというのは何を支えるかという

と、生活を支えるということでして、生活を支えるという医療というのは、

あえて治す医療と分けたというのは、今まででも治すということは生活へ戻

すために治すわけで、もともと、医療の目標というのは生活あるいは人生を

全うしてもらうためにいかにそういう状況に戻していくのかということです

から、目標と言えば生活ということになるのですが、これまで治すというこ

とだけにこだわり続けてきたのは、治すことが生活へ戻すことと一直線でつ

ながっているからあえて言わなくてもよかった。 

したがって、今までの医療は手段がそのまま目的につながっていた。とこ

ろが、これからは高齢になって最後は死に向かうわけですから、治して完全

に戻るということはあり得ないのです。その中でいかに満足、納得してもら
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うかという医療に変わるわけですから、あえて支えるという言い方をしてい

ます。しかし、考えてみれば、生活を支えるというのは、介護がもともと言

っていることであって、こうなると医療の目的と介護の目的で何が違うのか。

実は一緒なのです。だから、あえてこれから高齢者ということを強調して言

う場合には、医療の目的も介護の目的も、両方の目的がほとんど同じ言葉で

語られるような状況に変わります。これは医者の側にとってみると、ものす

ごく大きなパラダイムの転換なのです。医療も介護も目標は一緒ですよと、

同じ言葉で語られる。これからの医療とは介護抜きであれば恐らく成立しな

い。そういう状態に変わっていくのだということになります。 

それが地域包括ケアの中で健康とか生活を支援していくために身体の状況

をどうケアしていくのかという視点から見たときの医療の役割であり、同時

に介護の役割であるという形に変わっていく、その面から地域包括ケアにど

う貢献できるかというのが医療の役割だろうと考えて、そういうお話をさせ

てもらっているのです。 

したがって、難しい話でも何でもなくて、最後、必ず人は弱って亡くなる

わけですから、その弱って亡くなるときに、いい人生だったと亡くなれれば

言うことはないのですが、せめて色々あったけれども、悪い人生ではなかっ

たというぐらいの気持ちで亡くなっていけるような社会づくり、まちづくり。

日本というこれだけすばらしい国に住んでいるわけですから、国の制度とし

て、それをどう保障していくのかというようなことが具体的な形としては地

域包括ケアという言葉で語られているものだろうと、そういう話し方を私は

させてもらっています。 

 

○清家会長 ありがとうございました。神野委員、どうぞ。 

 

○神野委員 前回もお話ししたことに関わるのですが、もう既に画像の段階か

ら操作像、地域包括ケアシステムを動かすプランの方向性を少し出しておく

ということが重要ではないかと思います。市町村の職員の人たちと話をして

も、実際にどうやってプランを持っていったらいいのかというのを困ってい

るところがございますので、そこら辺は非常に重要ではないかと思います。 

特に総合行政といいましょうか、少なくとも医療と介護を組み合わせるわ

けですね。機能別にやるのではなく総合行政をやる。しかも供給の単位とい

うのを中学校区というようなことを想定しているわけですね。そうなってく

ると、画像から操作像、動かす像にしていくときに一番重要なポイントは、

そこの画像で見ている小さなジクソーパズルの一片だけではなく、周りと結

びつけていくということが重要で、権丈委員が御指摘になったような問題も、
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地域の都市計画とまでは言いませんが、地域のハードの様々な計画と結びつ

けていくということが一つ重要だという御指摘だったと思うのです。 

もう一つ、ソフトの面で結びつけるということが重要で、これはなかなか

動かないというか、私が携わっている地方行政や地方財政のほうでは、地域

自治組織とか定住自立圏とか様々な仕組みをつくっているわけです。そうい

う問題とどう結びつけていくのか。ケアの問題ではありませんけれども、保

育の問題では地域自治組織といいますか、色々呼び方がありますが地区協議

会というのをつくって、そこで自発的に住民がお金を出しあったりしながら

やっていくというのが幾らでも存在しています。そういうことを考えると、

既存にある仕組みとしての地域自治組織とか何とかというものと結びつけて

いくというような方向性が必要なのではないかということが少なくとも打ち

出せるのではないか。 

ここでは医療と介護を結びつけるということですので、かなり市町村の中

でも小さな単位になっていくかと思いますが、医療は少し大きな単位で考え

るとすれば定住自立圏みたいな問題と結びつけるとか、権丈委員もおっしゃ

っていましたけれども、それぞれ縦割りになっているところに横串の制度を

入れていくということで結んでいくということが、特にこういう総合行政み

たいなものを提案するときには重要なポイントだということ。少なくとも、

もう少し具体的なフェーズに落とし込んでいくときには、個々に色々なこと

を考えるにしても、確かに中学校区ごとに芽が出てくるのは、どういう主体

が担うか分からないので具体的には書けませんよという話かもしれませんが、

少なくとも畑を耕して種をまかないことには芽が出てこないので、市町村な

どが行政プランをやっていくのだというときには、そういう仕組みとも結び

つきながら、右左よく見て、他の諸制度と考えて動かしていくべきだという

ような方向性だけは少なくともここで打ち出せるのではないかと思いました。 

 

○清家会長 ありがとうございます。宮武委員、榊原委員も地域包括ケアの話

は、抽象度の高いところではいい仕組みだと分かるけれども、なかなか実感

が湧いてこないというようなことをおっしゃっていましたけれども、今、神

野委員が言われたようなことも、少し抽象度の高いレベルからもう少し具体

的なイメージが湧くようにするにはどうしたらいいかということを我々もこ

こで何か提言の中に盛り込んでいったらどうか、そういうような理解でよろ

しゅうございましょうか。榊原委員、どうぞ。 

 

○榊原委員 先ほど大島委員が説明してくださったような文脈での地域包括ケ

アシステムに恐らく少なくともこの場に反対する人はいないと思いますし、
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私も全く賛成です。特に医療がこれまでの考え方を変えて、こういった世界

に積極的に入ってくるということはとても歓迎すべきことで、早急にその転

換を促していく必要があるという意味で、医療からのアプローチの地域包括

ケアというのは、まさに時代の要請だと思っているのですが、それが地域に

下りてきたときに一体どういう形になるのかが見えてこないという意味のこ

とを私は違和感を持っているという意味で申し上げさせてもらったつもりで

す。 

というのは、例えばどこにこういうことをやっているところがあるのでし

ょうかと聞いて、私が以前から関わっていた団体ですが、川崎市の宮前区に

ある本当に地域ケア会議をしょっちゅうやっていて地域の情報を知っている

女性たちや色んな専門職の方たちがいて、市の関係者の人も含めて定期的に

集まって、どこにどんな困りごとを抱えた高齢者がいるかという情報交換を

熱心にやっている、何かあったらすぐ駆けつける人が何人もいるというよう

な地域を実際に見ていると、こんなことが津々浦々でできるような状況には

全国全くなっていないという意味の危機感があって、例えば今出させていた

だいた事例は川崎市のもともとPTAの子育てでつながりを持っていた女性た

ちが介護をする年齢、60代になって、かつてのつながりを高齢者介護で地域

の中で生かして、その人たちが面となって地域の色々な情報を吸収できるよ

うな基盤があるから、そこに専門職の人が入ってきたり行政の人たちが入っ

てきて、地域の情報を吸い上げ必要な支援をするということが機能している

のです。 

では、その前提と基盤となっている女性たちのような地域の有力な世話焼

きさんグループのような人たちをどうつくっていくのかという議論もしなけ

れば、幾ら上からの組織の絵をいっぱい書いて補助制度をつくったところで

動かないのではないかという意味で、地域で動ける人たちを地域の自分はコ

ミュニティに当事者として関わっているという自覚と時間を持っている人を

どうやってたくさんつくっていくかということも早急な課題だろうという意

味で、先ほど申し上げさせていただいた。そのときには、特に男性の労働時

間が長い日本でそこのところ、男性の拘束されている時間をいかに地域に意

図的に戻すか。そうでないと、女性も今そちらのほうにどんどんとられてい

ますので、そこのところの設計が非常に社会全体として大事だろう。社会保

障も意図的にしないとまずいのではないかという問題意識です。 

 

○清家会長 大島委員、どうぞ。 

 

○大島委員 おっしゃられることは、非常によく分かります。私自身もそこの
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ところで、随分もがいているという部分がありますが、多少楽観的に言うと

すれば、今、実際にこれからの社会がどうなるのかということで在宅医療の

問題と認知症の問題に非常に深く関わっているのですが、普通の人の実感と

して皮膚感覚で分かるぐらい、その必要性が広がってきているというのが一

つあります。 

そして、今まで色んな制度だとか何かを決めるときに、どういう状況で事

が決められてきたかというと、今、榊原委員が指摘されたように、地方の側

からみるとわけの分からない審議会だとかそういったところで何かが決まっ

て、それがペーパーで流れてくるというような形で、これをやれ、あれをや

れというような形でもってきていました。在宅とか認知症ではこういう状況

で事が進むとは全く思っていません。在宅医療と認知症の問題というのは、

それこそ本当に地域の中で実情と必要に応じてどうしなければいけないのか

ということを地域主体に考えて展開しようとしていますし、実際に在宅医療

についても認知症についても、地域の中ではすばらしいものを展開している

地区というのが幾つかあります。これを具体的に成功モデルとしてどういう

ふうにまとめ上げていくのか、あるいは広げていくのかという機運と、もう

一つは、中央のところで利権団体と言うと言い過ぎかも分かりませんけれど

も、利害調整のような形でもって物事を決めていた集団の力が、それを強く

言っても周りが聞かないというのか、それに対して黙ってそうですかと言っ

ているような状況では済まないような状況が少しずつ出てきているのではな

いかということを私自身は感じています。どこかで分岐点がきて大きな流れ

ができるのではないかというのが、多少楽観的かも分かりませんが、そんな

感じを持っています。 

したがって、地域の中の本当に顔の見えるところで医療関係者、介護関係

者が先頭に立ってビジョンを示して、具体的な計画に落とし込んで、地域資

源をどううまく使うかということをしながら、市民を巻き込んでいって、そ

れを地区の行政ですね。市町村行政、そして県行政が全面的にバックアップ

していく。こういう仕組みをどうやって地域ごとにつくっていくのかという

のが私は地域包括ケアを進めていく上での鍵だろうと考えています。在宅医

療ではそういうやり方をやっていますし、認知症でもそういう方向で考えて

いかなければいけない。 

認知症も在宅医療も地域の内で合流しますから、地域ケア会議などでは認

知症も在宅医療も一緒の場の中での話ですから、まちづくりをどういうふう

に考えていくかという中で、地域包括ケアにリンクしてくると思っています。 

 

○清家会長 宮武委員、どうぞ。 
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○宮武委員 今、大島先生も神野先生もおっしゃったように、誰が地域包括の

主体になるのか。それは100地域あれば100地域全部違う答えが出てくると思

います。一つの有力候補は確かに医療法人です。病院であるとか、在宅療養

支援診療所などが有力ですけれども、社会福祉法人もまさに有力候補になる

わけです。今、特別養護老人ホームに要介護４、５の方をお預かりすると、

月額で30万円ぐらいの収入になるわけです。大体３年あまり入所されるのが

平均的ですから、１人預かると1,000万円を超えていくわけです。それだけの

費用を取って、施設内でその方だけを見ていればいいという考え方もあれば、

そんな安易なことでは世の中は認めてくれないよと気づいている社会福祉法

人も結構多いのです。そういうところは何をやっているのかというと、ショ

ートステイを引き受ける、ミドルステイを引き受ける、あるいはレスパイト

ケアも引き受ける。そうやって地域とつながりをつくっていって、在宅のケ

アの在宅介護を支援する、そういう存在を目指しているわけです。さらに施

設の厨房施設を使って配食サービスもやっているとか、地域にグループホー

ムを出してみる。あるいは小規模特養をつくる。そういう形で施設が実は在

宅サービスのいわば後方支援拠点のような形になるということ。こういう取

り組みは結構各地であるのです。そういう有力候補を本当にピックアップし

て実際に見てもらうということが必要だと思うのです。 

私、たまたま２～３日前に友人が「現場発・社会福祉法人のあり方調査研

究事業報告書」（ユニバーサル志縁社会創造センター）を送ってきてくれま

した。この中に、まさに事例がいっぱい出ています。例えば生活クラブ風の

村というのが千葉県のやっている団体ですけれども、ここは様々な地域包括

ケアの実践をやっています。社会福祉法人の丹後福祉会では特養を舞台にし

て地域に在宅支援をする活動をやっておられます。社会福祉法人で小田原の

福祉会、ここは小田原市がやっているケアタウン構想の一翼を担っています。

それらはまさに地域包括ケアの原形なのです。様々な実践主体が活動してい

ます。それら集めて、実践者を一堂に集めてお話を聞いてみるようなことを

各地でやっていくことが今一番大事だと思っています。 

 

○清家会長 分かりました。ありがとうございます。恐縮でございますけれど

も、今、１～４までの議論をしておりますが、宮本委員から年金制度につい

て少しコメントをしていただけるということですのでよろしくお願い致しま

す。その前に山崎先生にまず御発言いただきます。 

 

○山崎委員 前回の会合で遠藤委員から医療保険部会の議論の御説明がありま
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したが、介護保険部会につきましても４月22日の国民会議の議論の整理を踏

まえて、３回にわたって開催して議論してきました。遠藤先生と同じように

私にも介護保険部会と国民会議の連携を図る役割があると思っておりますの

で、長くはとりませんが、少し時間をいただきたいと思います。 

お手元の前回資料の中の参考資料４、一番最後でございますが、これをご

覧いただきながらお聞きいただければと思います。まず、１ページの一番下

のパラグラフになります。 

 

○中村事務局長 第14回の資料ということで、青いファイルの一番上の回の最

後に参考資料４というのがついてありますので、よろしくお願いします。 

 

○山崎委員 １ページ目の一番下のパラグラフになりますが、まず、在宅医療

と在宅介護の連携のあり方についてであります。医療から介護への橋渡し役

としての地域包括支援センターが中心となるべきとの意見。 

あるいは次のページの３つ目のパラグラフでございますが、地域包括支援

センターと在宅医療連携拠点事業もあわせて取り組んでほしいとの意見があ

りました。 

４ページになりますが、地域包括ケアシステムの構築に関する議論であり

ます。４～５ページにかけて、地域包括ケアシステムにつきましては、前回、

平成23年の改正で様々な仕組みが創設されておりますので、それらを前提と

しつつ、今後さらに充実させていかなければならないという指摘がございま

した。 

具体的には、多職種による地域ケア会議の質の向上。定期巡回・随時対応

型サービスなど、認知症や重度者でも安心して暮らせるためのサービスの普

及。訪問看護ステーションの人員規模の拡充などであります。これらを運用

面でしっかりと取り組んでいくことが必要となる事項だと思います。 

５ページ、利用者負担のあり方に関する議論でございます。これにつきま

しては、高齢者を一律に弱者と捉えず、一定所得のある高齢者には応分の負

担をお願いすべきとの意見がありました。また、一定所得とは、例えば介護

保険料の第５・６段階や高齢者の平均的な所得などを勘案することが考えら

れるとの意見がありました。 

一方、介護保険は、利用期間が長期にわたるので、医療保険と同様に考え

るのは無理があるとの意見や、一定所得がどのくらいを指すのか結論が出な

いまま応分の負担ありきで議論すべきではないとの意見がありました。 

６ページでありますが、軽度者への給付の見直しや生活支援につきまして

は、介護保険部会の中で最も議論になった論点でございます。軽度の高齢者
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は見守り、配食等の生活支援が中心であって、事業に移行し、ボランティア、

NPOなどを活用し、柔軟、効率的に実施すべきという国民会議の議論の整理に

対しては、各自治体による独自の取り組みの展開が可能となるという意味で

も、地域支援事業への移行を進めるべきとの意見。地域差が広がらないよう

に配慮すべきとの意見。予防給付には重度化を防ぐ効果があるので、効果に

ついてデータを示した上で十分に議論すべきとの意見がありました。軽度者

に対して必要な生活支援サービスについて保険給付から事業へ移行すること

については、今後より具体的で丁寧な議論が必要だと感じております。 

８～９ページに通所介護、介護施設についても様々な意見がありましたが、

時間の関係もあり、説明は省略します。 

９ページ、補足給付に関する議論でございますが、補足給付への資産の勘

案につきましては、資産把握の事務負担への御指摘がありましたが、おおむ

ね国民会議と認識は共通していると思います。また、遺族年金の勘案につい

ても御意見をいただきました。 

10ページ、介護保険料の低所得者軽減強化、介護納付金の総報酬割等でご

ざいます。保険料に関しましては、介護保険料の低所得者軽減強化を確実に

行うべきとの意見がありました。介護納付金の総報酬割につきましては賛否

両論の意見が出されております。医療保険の議論がありますので全体として

優先順位を考えて議論すべきとの意見もありました。 

最後になりますが、４月22日の議論の整理には項目としては挙げられてい

ない認知症についてであります。ちょうど本日の資料にもあります認知症の

有病率調査の結果が公表された直後であったこともあり、介護保険部会でも

認知症についての意見が多く出されました。具体的には、「認知症施策推進

５か年計画」を具体的なアクションプラン、国家戦略にすべきとの意見。か

かりつけ医の活用や介護指導者などの人材育成、認知症サポーターの養成、

若年性認知症に関して御意見がありました。 

前回の会議の際に清家座長からのお尋ねにお答えする意味でも、私の意見

を若干申し上げたいと思います。小規模多機能型居宅介護などの介護サービ

スの充実が必要なのはもちろんでございますが、それに加えて、地域包括支

援センターや専門医療機関に認知症の早期対応が可能な相談機能をきちんと

つけていただきたいということでございます。また、軽度の認知症の人たち

にこそ生活支援が重要になりますので、地域での支え合い、互助的な取り組

みを重視し、認知症をキーワードにした地域づくりに各市町村が取り組んで

いくことが重要だと考えています。以上、簡単に御報告いたしました。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、年金の議論に入りたいと思
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いますが、宮本委員、よろしくお願いいたします。 

 

○宮本委員 ありがとうございます。事情で途中退室する都合で、今日、年金

についても議論になるということで発言申し上げたいとお願いしていたとこ

ろでございまして、最初にお話をさせていただきたいと思います。 

年金については、超党派的な合意が必要なのだということは以前から言わ

れていたことでもございます。国民もまた切にそれを望んでいると思います

けれども、なかなか中身が見えてこないというのも事実であろうかと思いま

す。この前の会議でも申し上げたとおり、最低保障をめぐる議論の懸隔があ

るわけです。しかし、他方で、納得度の高い所得比例年金をどう実現してい

くかということについては、与野党を超えてかなり合意もできている。そも

そも政権交代の前の自公政権、2007年だったと思いますけれども、通常国会

に厚生年金と共済年金の一元化、短時間労働者の厚生年金適用拡大について

の法案が提出されたわけでございます。あのときは民主党のほうが年金記録

問題の論議を求めていて、この法案が前に進まなかったわけでございますけ

れども、このことを考えてみると、かなり一段広がっているわけだと思いま

す。最低保障機能についての議論がいわば邪魔をして、この一段が生かされ

ていかないというのはいかにも残念なところではないかと思っています。 

したがいまして、まず最低保障機能については、年金生活者支援給付金、

今度できた制度ですが、それから年金を含めて所得の高い高齢者の年金のあ

り方の問題、税制のあり方の問題、あるいは最低保障年金の問題。こうした

再分配に関わる議論の領域を、生活保護だとか今日も何度も議論に出ました

けれども、高齢者向け住宅政策の問題などと横断的に包括的に議論していく

場を別に設けていくのはどうだろうか。これもまた先ほど駒村委員から御指

摘があった点でございますけれども、大都市における単身、低所得、高齢世

帯の激増という、日本社会が今直面している、言ってみれば非常に困難であ

るけれども、乗り越えなければいけない問題。これを国民にアピールし、一

緒に考えてもらう場にもなるかもしれない。 

この最低保障の問題とは別建てで、やや独立させる形で、各党で重なり合

っている納得度の高い所得比例年金実現への工程表を整理していくというこ

とは可能だろうと思うわけであります。例えば元朝日新聞の梶本章氏など何

人かの論者がそうした工程表を示しておられると思うわけですけれども、こ

れはかなり共有されているのではないか。例えば厚生年金と共済年金の統合、

年金の官民格差の是正をまずやる。次に短時間労働者の厚生年金加入の抜本

的な拡大を行う。 

さらに言うならば、社会保障審議会年金部会などでも議論されていること
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と理解していますけれども、第３号被保険者の制度は、そもそも第２号保険

者の保険料は、それがもともと夫婦の共同負担であるという理解に基づいて

いるわけでございまして、そのことを踏まえて保険料の合算額の半分ずつと

それぞれが治したものとみなすという、いわゆる２分の２乗方式に転換して

いく。さらにこれに加えて番号制度とリンクして自営業者含めた年金加入を

拡大していく。これは恐らく最終段階になる。さらには引き上げ開始年齢の

タイミングの調整という問題がこれにさらに加わるかもしれません。 

この工程表をつくっていくことは大いに可能であるし、つまり、保険料だ

けで運営していく部分の一元化についての合意点、工程表が見えてくること

によって、大分国民の納得感、安心感というのも高まってくるのかもしれな

い。そして、いわば事後的に、先ほど別建てに議論していくと御提案した最

低保障を合体させていく。場合によっては２分の１の税投入部分そのままに

して高所得年金受給者の税投入部分の一部をいわばクローバックして、それ

を年金生活者支援給付金に積み上げていくような、これは一番今の形に近い

やり方で合体をしていく。あるいは税負担部分をごっそり抜き出して、最低

保障年金のようにかぶせていくという合体のさせ方もあるとは思いますけれ

ども、そのように全体像を事後的に考えていくということも可能であろうと

思います。 

そのような形で、一致している部分と、これはどんどんきちっと議論した

ほうがよい部分と明確に区分けをしていく議論の立て方というのも考えてみ

てはいかがという趣旨でございます。 

 

○清家会長 ありがとうございました。では、年金に関して何か御意見はござ

いますか。あるいはただいまの宮本委員の御意見に関連して。駒村委員、ど

うぞ。 

 

○駒村委員 宮本委員の今のお考えにかなり私も近いイメージを持っておりま

して、前回、私も報告させていただいたときには、自営業の所得捕捉につい

ては課題がある。要するに年金だけではなくて税制や医療保険だって色々所

得捕捉について課題があるわけであります。以前もこれが所得比例型年金の

障害でしたが、国民年金を導入した当時とは自営業のボリュームが違ってい

る。自営業の方は年金加入者に占める割合は恐らく６％、７％という状態ま

で来ている。まずやるべきことは、残された課題にあるように、非正規労働

者に関する適用拡大、被用者年金への一元化、多段階免除をきちんとやって

いって、未納をしっかり対策をしていき、なるべく多くの方が所得に応じて

負担をできるような制度を目指していくというのがまず一方でやっていく話
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だろうと。 

低所得に対する対応としては、先ほども宮本先生に言及していただいた都

市部で増えていく単身高齢者。中には夫と死別によって基礎年金しかないよ

うな女性の方も増えていく、あるいは2030年を過ぎると、今度は団塊ジュニ

アが60を超えてくることになると、かなりの非正規の割合も多い世代です。

あるいは現在、実は若い世代の持ち家率も低下傾向に入っているということ

を考えれば、やはり公費を低所得者に重点化していく必要がある。その際に

は、最低所得保障というものにこだわらずに、最低生活保障を行っていく。

生活保護に陥らないようなレベルで住宅費、医療・介護の保険料あるいは自

己負担の軽減を通じて、生活費の確保といったものを総合的に確保する仕組

みを考えたほうがいいのではないかと思います。 

今日の先ほどの医療のところでも触れたかったのですけれども、そういう

低所得者に重点化する、あるいは重いほうに重点化するというのが公費の今

後余裕がなくなってくる高齢化社会ではそういうことを考えざるを得ない。

高額療養費なども多段階にして低所得者のところをきちんと重点化できるよ

うなことをやっていくのも一つの最低生活保障の体系なのかなと思っており

ますので、宮本先生のお話と全て一緒かどうかは分からない部分もあります

けれども、同じ趣旨だと賛同いたします。 

 

○清家会長 ありがとうございました。他に。では、権丈委員、どうぞ。 

 

○権丈委員 宮本先生がいらっしゃらなくなったのですけれども、宮本先生が

おっしゃっていた朝日新聞の梶本さんのアイデア、これは結構一般的に普及

しておりまして、我々も「梶本案」と呼んでいるのです。まずできることを

しっかりとやって、そして捕捉の問題とか色々な問題が解決できるように税

制上の改革を行った上で第２ステップでやっていこうという話ですね。これ

に関してはこの前も話しましたように、集中検討会議の中で、連合やメディ

ア、研究者が呼ばれてプレゼンをするのですが、連合も、かつては宮本先生

がおっしゃられたようなことを言っていたのですけれども、2011年２月19日

には二段階方式でやっていきましょう、いわゆる梶本案に落ち着きます。そ

して、２月26日の毎日新聞も、一元化案を先送りして二段階方式を言う。そ

して、３月５日に駒村委員も二段階方式を言います。 

駒村委員は、2012年６月12日の公聴会のときにも二段階方式、ツーステッ

プでやりましょうということをおっしゃっているので、私はそれでいいので

はないかという気がするのです。まずできることをみんなで共通に目指す、

できることを目指していって、そして所得捕捉の問題から最低保障をどうす
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るかというような問題点、かなり厳しい問題というのは、状況を見極めなが

ら、ツーステップ目にみんなで考えて取り組んでいきましよう。それを実現

できるために所得捕捉の問題から税制改革など色々なところをしっかりとや

っていきましょうということで落ち着いているのではないかと思うのですけ

れども、どうでしょうか。 

 

○清家会長 いかがでしょうか。西沢委員、どうぞ。 

 

○西沢委員 所得捕捉は重要だと思う。年金に限らず国民健康保険でも、恐ら

く所得捕捉が難しいから、例えば子供が多ければ多いほど保険料を払ってい

たりしているわけですね。ですので、そこは総ざらいしていく必要があると

思います。そのとき、所得を捕捉するという徴収と同時に、所得の定義をあ

わせて考えていかないといけないと思うのですが、給与所得者と事業所得者

はどのように同じ土俵に乗せるのか。今、給与所得者は給与収入に保険料を

かけて払っているわけであって、給与所得控除みたいなものを引いていない

わけです。ただ、一方で、事業所得者は経費を引いて事業所得にかけている

わけであって、もしかしたらサラリーマンからすると、給与所得控除を引い

てもらっていいのではないかという議論もあるかもしれませんし、スーツ代

ぐらい引かせてくれよと、実際の経費分ぐらい引かせてくれという議論もあ

るかもしれないのであって、そういった所得の捕捉、徴収も重要ですし、所

得の定義といったこともきちんとも見直ししながら、年金に限らず国民健康

保険などもあわせて担税力などに応じてとっていくという今まであまり実は

していなかったと思いますので、やったほうがいいと思っております。 

 

○清家会長 山崎委員、どうぞ。 

 

○山崎委員 今、西沢委員がおっしゃったことはとても大事なことだと思って

おります。少し前の年金に関する議論で国民会議での議論の受けとめ方です

が、すぐにか将来かは別にして、いずれにしても所得比例年金に一元化する

という方向で集約されたような報道がありましたが、少なくとも私は賛成し

たつもりはございません。といいますのは、今、西沢委員が指摘されたこと

が決定的な制約要因になるからです。 

抽象的には所得比例年金というのはよく分かるのでございますが、少なく

とも民主党が言っている所得比例年金というのは、給与所得者は給与収入、

今と同じでございます。事業所得者は経費を除き、さらに基礎控除もする。

つまり、今の国保では旧ただし書きの所得で捉えるということでございます。 
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異なる賦課ベースでなぜ一元化できるのか。これは民主党の責任ある方に

直接申し上げたことがあります。例外なき一元化とおっしゃっているけれど

も、賦課ベースに大きな違いを残したまま、なぜ一つになるのですかという

ことを申し上げたことがあります。 

もしそういうことが可能であるのであれば、今、国民健康保険には給与所

得者がたくさんいますけれども、国保の給与所得者については給与収入のみ

で保険料をかけ、そして、その他の方については経費を除き基礎控除を除い

て保険料をかけるということになりますが、そういうことは国保の世界では

あり得ないのです。ですから、賦課ベースを一つにしないといけないのです。

そうすると、サラリーマンについても給与所得控除、基礎控除をするという

ことでないとそろわないのです。そうしたときに低所得者で、したがって保

険料を民主党案では免除されて、その方には全額最低保障年金が税で出るわ

けですけれども、賦課ベースが非常に狭くなって、税で最低保障される方が

膨大になるということであります。 

あえて言いますと、民主党案ですと、サラリーマンの妻というのは所得が

ないのではなくて、夫の収入の半分は妻に帰属することになりますから、無

収入の妻というのは全員いなくなって途端に所得のある方になります。した

がって、最低保障年金が出るにしても全額は出ないということでございまし

て、結局どういう形になるかすぐ絵を描いてみれば分かるのでございます。

つまり、給与収入と経費を除いたいわゆる課税ベースで捉えた所得という違

いを残したままでもって同じ基盤で年金制度を所得比例年金として構築する

ということは、この国では難易度の非常に高い難題だと思っております。 

権丈委員が遠い将来においてはという随分マイルドな言い方をされて、今

もそんなことをおっしゃっているのですが、これはあり得ないという意味で

おっしゃっているのではないかと思いますが、もし私の理解が誤解であると

すると、この中で私だけが異論を唱えたということになるのかも分かりませ

ん。 

 

○権丈委員 いや、同じ考えです。 

 

○清家会長 ありがとうございました。他に御意見はございますか。よろしゅ

うございますか。年金制度については、宮本委員の冒頭の問題提起もござい

ましたけれども、基本的には二段階方式といいますか、山崎委員がおっしゃ

ったことが異論になるかどうかはともかく、まず遠い将来の話、あるいは遠

い将来に可能になるかもしれない話と、そうではない話というのを分けて議

論することが建設的であろうということは大方の合意が得られたのではない
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かと思いますので、基本的にはそのような形で進めていければと思ってござ

います。 

時間の配分が申しわけございません。少しアンバランスになってしまいま

したけれども、ここで改めて最初の前半の議論も含めて、どうしてもこれだ

けはということがございましたら承りたいと思いますが、よろしゅうござい

ますか。遠藤委員、どうぞ。 

 

○遠藤委員 先ほど山崎先生から介護保険部会の話がされまして、医療保険部

会と全面報酬割の課題では絡む話でございまして、介護部会では賛否が分か

れているという話でありまして、実は医療保険部会でも同様でございます。 

ここでの議論は、どちらかというと全面報酬割に移行することが前提で、

その生じた財源を国保に入れるか、そうするべきではないという議論がここ

でされていたわけですけれども、医療保険部会では、全面報酬割に関しては

統一した意見ではないということをまず申し上げたいと思います。 

被用者保険者の一部の方々は全面報酬割に対しては非常に抵抗されるわけ

です。基本的には次のような考え方を強くおっしゃるわけです。国民健康保

険がラストリゾートだということ。すなわち、国民皆保険制度にとって国民

健康保険の重要性ということは非常に理解ができる。しかし、一方で、被用

者保険も国保を様々な形で支援をしているので、全体としての医療保険制度

を支えるという意味では同じような位置づけなのだというようなお考えをお

持ちです。具体的には前期高齢者あるいは後期高齢者に対する支援金、こう

いったもので補填しているというところがあるわけです。 

特に被用者保険の方々は、これはずっと昔からそうですけれども、高齢者

の医療費の支援金というものがどんどん増えていくということに対して非常

な懸念を持っておられます。今後、ますますそこが増えていくのではないか

ということに対しては非常に懸念を持っている。そこに着目をせずに、総報

酬割という議論に転ずるということはおかしいのではないかということを非

常に強くおっしゃられるわけです。これは前回発言させていただきましたけ

れども、被用者保険の５団体から提言が出ておりましたけれども、これは基

本的に申し上げますと、被用者保険の持続可能性の視点から、現役世代に過

度に依存する構造の見直しを強く求めるということをおっしゃっておられる

ので、まずはそこの議論がないと被用者保険者の理解が得られずに全面報酬

割の導入の議論もなかなか現実的には進まないのではないかと思います。場

違いな議論かもしれませんけれども、山崎委員のお話に関連させてお話しさ

せていただきました。以上でございます。 
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○清家会長 ありがとうございました。それでは、本日の議論はここまでとさ

せていただきます。次回の国民会議において、引き続き４分野のうちから、

今日、少し時間切れになった部分もございますので、今日の議論、それから

委員の御意見等も改めて事務局において伺っていただいた上で、テーマを選

んで議論を深めて参りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。そ

れでは、最後に、政府から御発言をいただきたいと思います。まず、田村厚

生労働大臣、お願いいたします。 

 

○田村厚生労働大臣 本日も大変御熱心な御討議をいただきましてありがとう

ございます。２巡目の２回目ということでございまして、様々な論点が明ら

かになってくる中で、さらに深掘りした御議論を今日もいただいたと思いま

す。 

特に地域包括ケアシステムの構築、医療給付の重点化、介護サービスの範

囲の適正化など重要な課題について御議論いただいたと思いますが、今、ま

た遠藤先生、山崎先生から、総報酬割に関しましても様々な御議論があると

いうことでございまして、なかなか広い分野での議論の中で賛否両論ある中、

これから一定の方向性をお出しいただくということに御苦労いただくという

ことで大変申しわけなく思っているわけでありますが、一方で、今日も厚生

労働委員会があったわけですけれども、厚生労働委員会では与野党から国民

会議に対する期待というもの、一定の方向性がいつ出るのだと、８月21日に

向けて必ず出してもらえるのだろうなというような、大変先生方にはプレッ

シャーをおかけするような話で申しわけないわけでありますけれども、期待

のかかる声も上がってきておるわけでございます。 

毎度毎度こういうことを申し上げて失礼でございますけれども、どうか、

いよいよ間近に迫ってきておる最終期限に向けて、国民の皆様方が御理解を

いただけるような成案をいただきますようによろしくお願いを申し上げて、

一言、御礼の御挨拶にかえさせていただきます。ありがとうございます。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、坂本総務副大臣、お願いい

たします。 

 

○坂本総務副大臣 本日も活発な御議論を賜りましてありがとうございました。

特に地方との関わりが深い地域包括ケアシステムの構築などについて、非常

に貴重な意見を賜ったと思っております。この問題につきましては、２月28

日、本国民会議におきまして、地方３団体、知事会、市長会、町村長会のほ

うから、地域包括ケアシステムについては、国はその具体的内容を明確にす
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るべきというような意見も出されているところでございます。委員の皆様に

おかれましては、こういった地方の意見も考慮されながら、今後、よりよい

医療・介護の実現に向けて引き続き御議論賜れればと思いますので、よろし

くお願い申し上げたいと思います。 

 

○清家会長 ありがとうございました。それでは、そろそろ予定時刻となりま

したので、本日はここまでとさせていただきたいと思います。なお、本日の

議論の内容につきましては、この会議終了後、30分後程度をめどに４号館に

おいて記者会見を行いますので、御承知おきいただきたいと思います。次回

の日程などについて事務局からお願いいたします。 

 

○中村事務局長 次回、第16回の国民会議につきましては、６月24日、13時か

らの開催を予定しております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○清家会長 それでは、以上もちまして、第15回「社会保障制度改革国民会議」

を終了いたします。皆様、どうもありがとうございました。 

 

 


